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日本のAI戦略

〇 AI技術の進展を受けて、日本政府はAI戦略を推進

・生産性、健康・医療、空間の移動、情報セキュリティとAI人材育成を中心として官民連携でAIの研究開発
から社会実装までを推進

・ 2019年3月には「人間中心のAI社会原則」を示し、Dignity、Diversity & Inclusion、Sustainabilityの３つを基
本理念とする。また、2019年には、教育改革，研究開発，社会実装等の観点からの総合的な政策パッケー
ジとして「AI戦略 2019」が取りまとめられた



〇 研究開発では、AI関連中核センターを中核として大学・公的研究機関をつなぐネットワーク（「人工知能研
究開発ネットワーク」）が設立され、革新知能統合研究センター（AIPセンター）では、①深層学習の原理解
明や汎用的な機械学習の基盤技術構築やAI技術の普及に伴って生じる倫理的・法的・社会的問題に関す
る研究などを実施

AI研究の具体例

○AI等の分野における若手研究者の独創的発想や新たなイノ
べーションを切り開く挑戦的な研究課題に対する支援
（JST）

○脳型人工知能やデータ・知識融合型人工知能の先端研究、
研究成果の早期橋渡しを可能とする人工知能フレームワー
ク・先進中核モジュールのツール開発（産総研）

○情報・人間工学領域において、世界トップレベルの人工知能
処理性能を有する大規模で省電力の計算システム「ＡＩ 橋
渡しクラウド（ＡＢＣＩ1）」を整備（産総研）

○AI技術とロボット要素技術の融合、乗合型交通の配車制御
技術の開発等の人工知能技術の早期社会実装に向けた研
究開発（NEDO,産総研）

○ネットワークのエッジ側で動作する超低消費電力の革新的Ａ
Ｉチップに係るコンピューティング技術、新原理により高速化
と低消費電力化を両立する次世代コンピューティング技術
（脳型コンピュータ、量子コンピュータ等）や光エレクトロニク
ス技術等の開発（経産省）

（出所）内閣府「AI戦略2019概要」

（出所）「文部科学白書2019」、「令和2年版科学技術白書」
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【日米欧：ICT投資額の推移】

〇 AI技術への取り組みはあるも、コロナ禍にあっても、IT化の遅れも一因として職場での人の移動量が多い
ことやICT投資の伸びが主要国で際立って低いことなど、日本のデジタル経済化は欧米主要国に劣後。デ
ンマークのステップを追った取り組みやEUのGAIA-Xプロジェクトなどは大いに参考となる

○ デジタル経済にはデータや広範な情報システムにも及ぶ変革が不可欠であり、AI技術がその中心となる
今後の基盤技術であること、また、AI技術を倫理に沿う形で今後の社会変革につなげる必要性などを勘案
すると、予算面の手当てを含めて一段の官民の注力が不可欠

○ GAFAなど米国企業中心に貴重な国内データが囲い込まれ、そのAIを通じた解析・活用が進むことは好ま
しいとは言えず、AI活用についての共通ルール作りと国際連携を官民で継続強化することが大事

（注）1995＝1.0
（出所）EUKLEMS、RIETIJIP

（注）1週間移動平均。基準値（ 2020/1/3〜2/6の5週間の曜日別中央値）に対する増減率
（出所）コミュニティ モビリティ レポート

【主要国：職場での人の移動量】


